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1.研 究の 目的 と方法

この研究の目的は、奈良県農業集落の特色を計量的に明らかにすることである。資料として、

1980年 および1985年 の奈良県農業集落カー ドを用いる。集落数はそれぞれ、1512集 落と1483集

落である。また、比較のために、1980年 の全国農業集落カー ドから3%無 作為抽出標本(4167

集落)を 使用する。(以 下、これを1980年 全国分析と呼ぶ)。1)

研究方法として、上記3種 類のデータの分析結果を比較検討できるように、1980年 全国分析

と同 じ項 目、同 じ分析方法を奈良県農業集落について採用 した。分析に用いた項 目は、①農家

数増減率(%)、 ②専兼別農家率 ・2兼(%)、 ③あとつぎ男子専従者のいる農家率(%)、 ④農家

人 口増減率(%)、 ⑤農業就業人口率(%)、 ⑥経営耕地面積増減率 ・耕地計(%)、 ⑦一戸あたり

農産物販売金額(概 算、万円)の7項 目である。2)

分析法の中心は、主成分分析 と潜在プロフィール分析である。主成分分析によって、各農業

集落の総合特性値を求め、 この値によって奈良県農業集落それぞれを位置づけた。

潜在プロフィール分析では、農業集落は項 目間の(デ ータにおける)関 係を生 じさせる潜在

的な構造を持 ち、かつ、その構造は対象 とする集落では必ず しも同一ではなく、集落はいくつ

かの違った構造を持つ グループに分けられるであろうとい う考え方を前提にしている。このこ

とは、同じ総合的特性値を持つ集落で も、その集落がとるデータの状況によっては、(潜 在構

造が違 う)別 個のクラスに分類され得ることを意味 している。ただ し、潜在プロフィール分析

の結果から、直接、集落を分類できないので、線形判別関数 を導いて集落を分類 した。 この論

文では、潜在 クラス数2と して分析を進めた。

本稿の構成は次の通 りである。まず、1980年 全国分析 と同年の奈良県の分析とを比較するこ

とにより、奈良県の農業集落が全国の農業集落の中でどのような位置を占めているのかを見る

(第2節)。 次いで、1985年 奈良県農業集落について も同様の分析を加える(第3節)。 最後

に、1980年 か ら1985年 にかけての奈良県農業集落の変化を検討 し(第4節)、 奈良県農業集落

の特色を考察する。

2.全 国農業集落における奈良県農業集落の位置

まず、上 に上げた7項 目について、1980年 全 国 と1980年 奈 良県、1985年 奈 良県の平均値 と標

平成2年9月29日 受理*社 会学部社会学科



230 奈 良 大 学 紀 要 第19号

準偏差を表2.1.に 示す。1980年 全国と1980年 奈良県とで平均値を比較すると、奈良県は全国

平均に比べて第2種 兼業農家率が高 く、農業就業人口率、一戸あた り農産物販売金額、あとつ

ぎ男子専従者のいる農家率が低いことがわかる。また、農家数増減率、農家人 口増減率ともに

全国平均 より減少の程度が小 さいが、経営耕地面積の減少率は逆 に大きい。

表2.1.平 均および標準偏差

標本数
農家数

増減率

専兼別農

家率2兼

あとつぎ男

子専従者の
いる農家率

農家人口

増 減 率

農業就業

人 口 率

経営耕地
面積増減
率耕地計

一戸あた

り農産物
販売金額

1980年 全 国

1980年 奈 良

1985年 奈 良

4167

1512

1483

一13 .02

(16.62)

-11 .31

(16.91)

-5 .8?

(11.6?)

64.81
(25.15)

74.65
(20.80)

?7.10
(18.93)

4.98
(8.9?)

2.15
(4.61)

1.98
(4.72)

一19 .56

(17.so)

-15
.49

(17.48)

・ ・:

(13.52)

41.44
(15.32)

36.34
(14.24)

35.08
(12.90)

一16
.1

(29.69)

-20 .42

(22.41)

一? .97

(19.23)

4.34
(1.20}

3.50
(1.34}

3.62
(1.36}

※上段:平 均(一 戸あたり農産物販売金額を除き単位は%),下 段 かっこ内:標 準偏差.農 家数増減率,

農家人口増減率,経 営耕地得面積増減率は,1980年 については(1980年/1970年),1985年 について

は(1985年/1980年)の 値である.ま た,一 戸あた り農産物販売金額は,原 データ(万円単位)に1を

加えた上で自然対数に直して計算 した.

2.1.1980年 全国農業集落カー ドによる全国・基準の合成

全国の農業集落の中で奈良県農業集落がどのような位置を占めるかを知 るために、ここでは、

まず、西田ら(1988)に 依拠 して、1980年 全国のデー一タに対す る主成分分析の結果を示 してお

く(表2.2.、 表2.3.)。 これらの表か ら、意味のある主成分は2つ あ り、第1主 成分は農業従

事性を、第2主 成分は離農性を表すものと考えられる。また、第2主 成分までの累積寄与率は

約74%で あ り、 これら2つ の主成分により全国の農業集落の状況をかなり単純化 してみること

ができる。

表2.2.主 成 分 の固 有 値 、 累積 寄 与 率 と 固有 ベ ク トル(N=4167)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

固 有 値

累 積 寄 与 率

3.142

0.449

2.032

0.739

0.622

0.828

固

有

ペ

ク

ト

ル

農家数増減率(1980/1970)

専兼 別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人口増減率(1980/1970)

農業就業人口率

経営耕地面積増減率(1980/1970)
0戸 あた り農産物販売金額(1n)

0.213

--0 .477

1Ali

O.191

0.446

0.323

0.471

0.599

0.262

-0 .213

0.so4

-0 .264

0.303

-0 .023

一〇
.271

0.102

-0 .111

-0
.337

一つ .208

i..

0.065

※第3主 成分は,参 考のため掲載 した.(西 田ら,1988よ り転載)
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表2.3.因 子 負 荷 量(N=4167)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

農家増減率(1980/1970)

専兼別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人口増減率(1980/1970)

農業就業人口率

経営耕地面積増減率(1980/1970)
_.戸 あた り農産物販売金額(ln)

0.377

-0 .845

0.724

0.338

0.790

0.572

0.834

0.854

0.373

-0 .304

0.ssl

-0 .376

0.432

-0 .033

一〇.214

0.081

-0 .088

-0 .265

-0 .164

1.:1

0.051

※第3主成分は,参 考のため掲載した.(西 田ら,1988よ り転載)

表2.2.の 係数ベク トル(固 有ベクトル)を 利用すれば、各農業集落の主成分得点を算出する

ことができる。算出された主成分得点をもとに、各集落を座標平面上にプロットしたものが図

2.1.で ある。 この図の横軸は農業従事性を表わ し、右へ行 くほど従事性が高いことを示 してい

る。また、縦軸は離農性を表わ し、下へ行 くほど離農性が高い。原点は、全国での平均的な農

業集落の姿を表わ している。
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図2.1.1980年 全 国農 業 集 落(3%抽 出)の 散 布 図(西 田 ら、1988よ り一 部 修 正 の上 、 転 載)

2.2.全 国 基準 による1980年 奈 良県農業 集落 の位置 づけ

次 に、1980年 全 国分析 と同様 に、1980年 奈 良県農業集落 について も主成分分析 を行 った(表

2.4.、 表2.5.)。1980年 全 国分析 の結果 と比較 す ると、固有 ベ ク トルの値 のあ らわれ方 が類似

して お り、1980年 奈 良県 において も農業従事性 と離 農性の2つ の主成 分が得 られ ることがわか

る。

1980年 奈 良県農業集落 の散布 図を図2.2.に 示 した。 この図は、 さ きに提示 した1980年 全 国分

析 の散布 図(図2.1.)と 同 じスケールで描かれてい るので、両者 を直接比較す ることがで きる。

1980年 全 国 と同年の奈良では、集落 が同様 な形 に分布 してい ることがわ かる。
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表2.4.主 成 分の固有値、累積寄与率 と固有ベクトル(N=1512)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

固 有 値

累 積 寄 与 率

3.208

i

1.751

0.70s

0.587

0.792

固

有

ベ

ク

ト

ル

農家数増減率(1980/1970)

専兼別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人口増減率(1980/1970)

農業就業人口率

経営耕地面積増減率(1980/1970)
一戸 あたり農産物販売金額(1n)

0.30?

-0 .429

0.353

0.338

0.387

0.396

0.420

0.555

0.352

-0 .288

0.520

-0 .355

0.263

-0 .143

0.005

0.189

0.849

-0 .030

-0 .275

0.143

-0 .383

※第3主 成分は,参 考のため掲載 した.

表2.5.因 子 負 荷 量(N=1512)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

農家数増減率(1980/1970)

専兼 別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人口率(1980/1970)

農 業就業人口率

経営耕地増減率(1980/1970)
一戸 あた り農産物販売金額(1n)

0.550

-0 .768

0.632

0.605

0.694

0.709

0.752

0.734

0.466

-0 .381

・ii

-0 .470

0.348

-0 .189

0.004

0.145

0.651

-0 .023

-0 .211

0.110

-0 .293

※第3主 成分は,参 考のため掲載 した.

一12.5-10.0-7.5-5.0-2.50.02.55.07.510.012.

12.5

重

:10
.0

…

:7
.5

…
s

5.0

…

:2
.5
・

:口 業從事性小
o.o
・

:
-2
.5

…

:
-5 .0 ・

:
-7.5

…

:
-io.o

…

:
-12 .5i

X
轟巣従事性大

x

X

x

一12.5-10.0'-7.5-5.0-2.50.02.55.07.510.012

図2.2.1980年 奈 良 県 農 業 集 落 の 散 布 図
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全国農業集落の中での奈良県農業集落の位置をより明確にするために、ここでは1980年 分析で

得られた全国基準(以 下、1980年 全国基準と称す)に もとついて、1980年 奈良県農業集落を全

国農業集落の中に位置づけてみよう。3)具体的には、1980年 全国分析の係数ベク トルを利用 し

て1980年 奈良県農業集落の主成分得点を求め、その値にもとついて散布図を描 くのである(図
2.3.)。4)この図の重心の横座標、縦座標はそれぞれ、-0.78、0.43で あ り、奈良県の農業集落

は全国分析のそれと比べると農業従事性については消極的な傾向を示すが
、離農性はいくらか

小さい。

以上をまとめれば、主成分分析の結果で見る限 り、1980年 時点での全国農業集落と奈良県農

業集落 とで基本的な構造にほとんど違いがないと考えられる。
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図2.3.1980年 全国基準による奈良県農業集落の散布図
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2.3.全 国農業集落の潜在構造 と奈良県農業集落の潜在構造

主成分分析は、農業集落に対 してある一つの構造を想定 し、その構造 のもとで、ある特性値

(主成分得点)の 大小により個々の農業集落を位置づけようとする方法である。これは、潜在
構造分析の言葉で言えぱ農業集落が1つ のクラスからなると想定することを意味 している

。他
方、奈良県農業集落がい くつかの異質な構造 を持つ層から構成 されていると考えることも十分

可能である。ここでは、1980年 全国農業集落のデータに潜在プロフィー一ル分析(Lazarsfeld

andHemy,1968;西 田、1973;長 谷川、1988)を 適用す ることにより、 こうした異質な層
について検討を加 えることにしよう。5)

さて、専兼別農家率 ・2兼 、農業就業人口率、0戸 あた り農産物販売金額の3項 目を用いて

潜在プロフィール分析を行なうことにより、1980年 全国農業集落は、表2 .6.に示す2つ の潜在

クラスに分類された。6)ここでは、潜在プロフィール分析のみで個々の集落を直接に分類す る

ことができないことから、潜在プロフィール分析で得 られた情報を利用 して判別分析を行ない

各集落が属する潜在クラスを求めている。表2 .6.の判別係数を利用すれば、個々の集落がどの

クラスに属す るかを容易に判別することができる。

判別分析によって得 られた各クラスの大 きさ(比 率)は 、 クラス1が38%、 クラス2が62%
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であ る。 また、 クラス1と クラス2で 各項 目の平均値 を比較す ると、2兼 率 が クラス2で 高 く、

農業就業人 口率 と一戸 あた り農産物販売金額 は クラス1の 方が高 い。 このこ とか ら、 クラス1

は農業 に積極的 な集落、 クラス2は 逆 にあま り積極 的で ない集落 と考 え られ る。

表2.6.1980年 全国農業集落の潜在構造(N=4167)

潜 在

ク ラ ス

潜在クラスの

大きさ(比率)

クラス内平均

専兼別
農家率
2兼

農業就業

人 口 率

一戸あた

り農産物
販売金額

1 1597(0.383)

1579(0.379)

33.22

38.15

57.40

54.49

5.38

5.29

2 2570(0.617)

2588(0.621)

84.43

81.07

31.53

33.8

3.70

3.78

判別係数 一〇.072 0,001 ..

*上 段:潜 在プロフィール分析,下 段:判 別分析

1980年 奈良県農業集落についても、同 じ項 目を用いて潜在プロフィール分析を行な うことに

より2つ の潜在クラスが得 られた(表2.7.)。

判別関数の係数の値を比べると、一戸あたり農産物販売金額の係数が最 も大 きく、この項目

が集落の分類の一番大 きい標識になっていることがわかる。また、潜在プロフィール分析で使

用 した3項 目以外の項 目と潜在クラスとの相関比を計算 し、両者の連関の強 さを求めると、専

兼別農家率 ・専業(η=0.61)、 男子農業就業人口率(η=0.79)、 一戸あたり経営耕地面積

(η=0.72)な どの項 目で相関比が大きい。以上から、潜在プロフィール分析によって得られ

た2つ の潜在クラスは、主 として集落の経済的側面 と就農形態の側面で農業集落を分類 したも

のと考えられる。

クラス1、 クラス2の 解釈は1980年 全国の場合と同様であるが、潜在 クラスの大 きさはクラ

ス1が43%、 クラス2が57%で あり、1980年 全国と比ベ クラス1(農 業積極型)の 割合が大き

い。潜在クラスの大 きさだけを見ると、全国に比べ奈良県では農業積極型の集落が多いように

も見える。 しかし他方で、1980年 奈良では、1980年 全国と比べ2兼 率が高 く、農業就業人口率

と一戸あた り農産物販売金額が低いことから、全国の農業集落から見て奈良県の農業集落はむ

しろ農業積極型の集落が少ないと見 ることもできそ うである。

表2.7.1980年 全 国 農 業 集 落 の 潜 在 携 造(N=1512)

潜 在

ク ラ ス

潜在 クラスの

大 きさ(比率)

クラス内平均

専兼別農家率

2兼

農業就業

人 口 率

一戸あた

り農産物
販売金額

1 518(0.342)

654(0.433)

47.34

58.39

51.38

45.31

4.67

4.61

2 994(0.658)

858(0.568)

iii・

87.04

28.50

29.50

2.89

2.65

判別係数 一〇.011 0,002 0,794

*上 段:潜 在プロフィール分析,下 段:判 別分析

この点 を検討 す るため に、1980年 全 国分析 で得 られた判別 関数(表2.6.参 照)を 利用 して19
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80年 の奈良県農業集落を2つ の潜在 クラスに分類 し、奈良県農業集落の潜在構造と全国農業集

落のそれ との関係を見た(表2.8.)。 この表によれば、奈良基準によりクラス2と 判定 された

集落は・全国基準において もほぼ全ての集落がクラス2に 分類 されるのに対 し、奈良基準で ク

ラス1に 判定 された集落が全国基準で もクラス1に 分類される比率は約46%に 過 ぎない。7)こ

の結果と先に示 した主成分分析による散布図(図2.3.)と を併せて考えれば、奈良県では、全

国に比べ、む しろ農業消極型の集落が多いと見 る方 が妥当であろう。

表2.8.全 国基 準 と奈 良 県 基 準 に よ る潜 在 ク ラ ス の関 係(1980年 奈 良;N=1512)

全 国基準による

潜 在 ク ラ ス

奈良基準による潜在クラス

ク ラ ス1 ク ラ ス2

ク ラ ス1

ク ラ ス2

45.6

54.4

0.4

99.6

計

(%の 基 数)

100.0

(654)

100.0

(858)

これ まで、主成分分析 の結果 と潜在 プ ロフ ィール分析 の結 果 とを独立 に見て きたが、 これ ら

2つ の分析 の結果は どの ように関連 す るの だろ うか。 この ことを見 るため に、各潜在 クラスに

属す る集落 を、1980年 全 国分析 に よる主成分分析で得 られた第1主 成 分 と第2主 成分で構成 さ

れ る座標平面上 に位 置づ けて みた。 ここでは、2つ の潜在 クラスの分 布の違 い をよ り明確 に把

握 す るため に、1980年 全 国基準 と1980年 奈 良,基準 とで所属 クラスが一致 した もの につい て、 ク

ラス1と クラス2そ れぞれの散布図 を求 めた(図2.4.a.、 図2.4.b.)。

この図か ら2つ の クラスそれぞれ の重心 を求め ると、 クラス1で は、横座標 、縦座標 はそれ

ぞれ1.34、0.07、 ク ラス2で はそれぞれ一1.78、0.42と な り、2つ の潜在 クラスは主 と して、

主成分分析 の_'=主 成 分 であ る農業従事性 の高低 で分類 されて いることが分 か る。 これは、潜

在 プ ロフ ィール分析 に使用 した3項 目が第1主 成分 に関連の深 い項 目で あるこ とか らもあ る程

度予想 され る結果 であ る。 つま り、潜 在 プロフ ィール分析 で想定 してい る潜在的一次元連続体

が、主成分分析 では第1主 成分 として得 られ たと考 え られ る。
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図2.4.a.1980年 全 国基 準 に よ る1980年 奈 良 ク ラ ス1の 集 落 の 散 布 図(N=298)
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図2.4.b.1980年 全国基準による1980年 奈 良クラス2の 集落の散布図(N=854)

最 後 に、各潜在 クラスの地理 的分布 を見 てお こう(表2.9.)。 この表では、ほ とん どの市町

村で、 ク ラス1と クラス2に 分 類 した集落数 と括弧 で示 した全集落数 との間に差があ る。 この

差に該当す る集落 は、そ の99%が 奈 良県で は クラス1(農 業 積極型)と 判 断 され るが全国基準

では クラス2(農 業 消極型)と 見 られ る集落で あ る。

クラス1に 属す る集落 の比率 が50%を 越 えるのは、市部では、大和郡山市、天理 市、五條 市、

町村 部では、月 ヶ瀬村、都那村 、山添村、西吉野村 の3市4村 で ある。他方 、すべての集落 が

クラス2に 属 してい るところ も少な くない。

表2.9.各 市町村における潜在 クラス分布(%)

市町 村名 クラス1ク ラス2 集落数 市町村 名 クラス1ク ラス2 集落数
201奈 良市 39.Osi.o 95(130) 401高 取 町 5,694.4 18(22)
202大 和 高 田 市 10,090.0 30(35) 402明 日香 村 40,060.0 20(33)
203大 和 郡 山 市 55,344.? 47(s7> 421新 庄 町 27,872.2 18(29)
204天 理 市 69,230.8 ?8(108) 422当 麻 町 12,587.5 8(15)
205橿 原市 17,582.5 s3(s2> 423香 芝 町 o.oioo.o 20(23)
206桜 井 市 10,889.2 ?4(85) 424上 牧 町 o.oioo.o 5(6)
207五 条 市 63,536.5 52(84) 425王 子 町 o.oloo.o 13(13)
208御 所 市 24,175.9 54(?2) 426広 陵 町 19,180.9 21(32)
209生 駒 市 o.oioo.o 23(28) 427河 合 町 o.oioo.o 9(11)
301月 ヶ瀬 村 100.00.0 4(s) 441吉 野 町 o.oioo.o 34(3?)
321都 那 村 85,714.3 7(17) 442大 淀 町 5,095.0 20(25)
322山 添 村 79,021.0 19(30) 443下 市 町 23,176.9 13(19)
342平 群 町 41,258.8 1?(21) 444黒 滝 村 0.0100.0 12(12)
343三 郷 町 o.oloo.o 3(3) 445西 吉 野 村 5fi.443.6 39(43)
344斑 鳩 町 6,793.3 15(23) 446天 川 村 0.0100.0 19(19)
345安 堵 村 o.oioo.o 5(8) 447野 迫 川 村 o.oioo.o ii(11)
361川 西 町 o.oioo.o 9(14} 448大 塔 村 0.0100.0 9(9)
362三 宅 町 0.0100.0 7(7) ..・ 十 津 川 村 4,695.5 49(49)
363田 原 本 町 25,0?5.0 32(46) 450下 北 山 村 0.0100.0 7(7>
381大 宇 陀 町 24,275.8 33(54) 451上 北 山 村 o.oioo.o 3(3)
382菟 田野 町 15,484.6 13(17) 452川 上 村 o.oloo.o 21(22)
383榛 原 町 31,468.6 35(52) 453東 吉野 村 o.oioo.o is(1?)
384室 生 村 8,791.3 23(29)
385曽 爾 村 11,188.9 9(9)

386御 杖 村 3,996.1 26(28)

集 落 数 計(全 集落 数)1153(1512)

*集 落数は,1980年 全 国と1980年 奈良とで所属 クラスが0致 した集落数 .か っこ内は,全 集落数.
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3.1985年 奈良県農業集落の分析

3.1.1985年 奈良県農業集落の総合的特性値と集落の位置づけ

ここでは、1985年 奈良県農業集落について、前節で行なったと同様 に主成分分析を行 ない、

これまでの分析 と比較す る。表3.1.と 表3.2.に より固有値の大きさを見 ると、1980年 全国分析、

1980年 奈良県の分析と同様に第1主 成分 「農業従事性」、第2主 成分 「離農性」の2つ の主成

分が得 られることがわかる。 しか し、1980年 全国、1980年 奈良県の場合 と異な り、これら2つ

の主成分の寄与率は70%に 満たない。寄与率が70%を 越えるためには第3主 成分(経 営耕地面

積の変化に関す る主成分 と考えられる)ま で取ることが必要 となる。

また、表3。1.に示 されている固有ベク トルを利用 して各集落の主成分得点を求め散布図をつ

くると図3、1.が得 られる。縦軸、横軸 ともこれまでの分析 と同様である。集落の分布の仕方は、

1980年 全国分析(図2.1.)、1980年 奈良県(図2。2,)と あま り変わ りがない。1980年 から1985

年にかけて、奈良県農業集落の構造は基本的には全国のそれとかわ りはないが、奈良県の地域

特性として、第3主 成分も含めてい くつかの要因がさらに作用 しているものと考えられる。

表3.1.主 成 分 の 固 有 値 、累 積 寄 与 率 と 固有 ベ ク トル(N=1483)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

固 有 値

累 積 寄 与 率

2.574

0.368

1.987

0.652

/・ ・:

0.751

固

有

ベ

ク

ト

ル

農家数増減率(1985/1980)

専兼別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人 口増減率(1985/1980)

農業就業人口率

経営耕地面積増減率(1985/1980)
一一戸あた り農産物販売金額(ln)

0.262

-0 .478

0.40?

'」 ・

0.434

0.298

0.445

0.575

0.297

-0 .219

0.574

-0 .288

0.337

-0 .084

一〇.176

-0 .020

0.000

-0 .309

0.io7

0.834

-0 .408

※第3主 成分は,参 考のため掲載した.

表3.2.因 子 負 荷 量(N=1483)

主 成 分
1

農業従事性

2

離農性

3

農家数増減率(1985/1980)

専兼別農家率 ・2兼

あとつぎ男子専従者のいる農家率

農家人口増減率(1985/1980)

農業就業人口率

経営耕地面積増減率(1985/1980)
一戸 あたり農産物販売金額(ln)

0.420

-0 .767

0.653

0.398

0.696

0.479

0.715

0.811

0.418

-0 .309

1:1'

-0 .406

0.475

-0 .118

一〇.147

-o .017

0.000

-0 .258

11:・

0.696

-0 .341

※第3主 成分は,参 考のため掲載 した.
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3.2.1985年 奈 良県農業 集落の潜在構造

1985年 奈 良県農業集 落 について も2つ の潜在 クラスが得 られ た。8)それ ぞれの クラスの大 き

さ、項 目の クラス内平均 は表3.3.に 示 されてい る。 クラス1、 クラス2と も各項 目の平均値 は

1980年 奈 良県 の クラス別平均値 とあま り変わ りな いが、 クラスの大 きさには違い が見 られ る。

す なわち、1980年 奈 良県 では クラス1の 大 きさが約43%で あ ったのに対 し、1985年 で は約30%

と な ってお り、農業積極型 の集落 の割 合が減少 している。

表3.3.1985年 奈良県農業集落の潜在構造(N=1483)

潜 在

ク ラ ス

潜在 クラスの

大 きさ(比率)

クラス内平均

専兼別
農家率
2兼

農業就業

人 口 率

一戸あた

り農産物
販売金額

1 412(0.278)

437(0.295)

47.65

55.12

49.87

45.40

4.73

4.93

2 1071(0.723)

1046(0.705)

88.41

86.28

29.40

30.77

3.19

3.07

判別係数 一〇.032 o.002 0,415

*上 段:潜 在プロフィール分析,下 段:判 別分析

4.奈 良県農業集落の変動と農業後継者

4.1.奈 良 県農業集落 の変 動

上で見 た ように、1980年 か ら1985年 に かけて奈良県で は農業積極型 の集落 が減 少 して いる よ

うで ある。 この ことは、表4.1.に よって も確 かめ ることがで きる。 この表 に よれば、1980年 に

クラス1に 所属 して いた集落 の38%が1985年 に は クラス2と なってい るのに対 し、1980年 に お

いて クラス2の 集落は、 そのほ とんどが1985年 に お いて もクラス2に 分類 されて いる。 また、
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両 年 と もに クラス1に 属 してい る集落(405集 落)と クラス2に 属 して い る集落(798集 落)で は、

ここで取 り上 げた7項 目すべてで大 きな違 いがみ られ る。

表4.1.1980年 か ら1985年 にかけての潜在クラスの変化 と平均、標準偏差(1985年 奈 良)

潜 在 ク ラ ス

の 変 化

1980-1985

集 落数

C%)

農家数

増減率
専兼別農

家率2兼

あとつぎ男
子専従者の
いる農家率

農家人口

増 減 率

農業就業

人 口 率

経営耕地
面積増減
率耕地計

一戸あた

り農産物
販売金額

11
405
(62.0)

一4 .36

C8.28)

54.93
(16.93)

5.40
(?.44)

一4
.60

(9.40)

45.66
(11.50)

一2 .64

(20.10)

5.00
(0.55)

12
248
(38.0)

一3
.47

(9.13)

82.76
(9.13)

1.52
(2.89)

一4 .22

(11.21)

34.37
C8.72)

一8
.93

(15.58)

4.11
(o.so)

21
32
(3.9)

一13 .79

(18.72)

57.55
(14.99)

1.08
(2.9?)

一18
.11

(19.44)

42.09
(13.52)

一9 .21

038.87)

3.98
(0.69)

22 ?98 一7 .os 87.37 0.42
一8 .05 29.65 一10

.32 2.75

(96.1) (13.13) (10.31) (1.38) (15.18) (11.11) (18.13) (1.16)

1985年 奈 良 1483 一5 .87 ?7.10 1.98 ・ ・: 35.08 一7 .89 3.62
(全 集 落) (11.67) (18.93) (4.72) (13.52) (12.90) (19.23) (1.36)

*上 段:平 均(一 戸あたり農産物販売金額を除き単位は%),下 段 かっこ内:標 準偏差.

次 に、表4.2.に よ り各市町村 におけ る潜 在 クラスの変化を見てみ よ う。1985年 に おいて も、

天理市、五條市、 月ケ瀬村 、都YN村 、 山添村 では農業積極型の比率が高い。 また、大和郡 山市、

平群町 、西 吉野村 などで も農業積極型 の比率が比較的 高い。

表4.2.1980年 か ら1985年 にか けて の市 町 村 別 の 潜 在 クラ ス の 変 化

潜 在 ク ラ ス の 変 化(1980→1985)

集 落 数
1→11→22→12→2

201奈 良 市 37,717.70,843.8 130

202大 和 高田市 5,717.10,077.1 35

203大 和郡 山市 47,723.14,624.6 65

204天 理 市 66,?11.10,921.3 108

205橿 原 市 9,826.80,063.4 82

206桜 井 市 17.94.83.673.8 84

207五 條 市 60,716.74,817.9 84
、

208御 所 市 18,125.00,056.9 ?2

209生 駒 市 ?.1?.13.682.1 28

301月 ケ瀬村 83.316.70.00.0 6

321都 那 村 58.835.30.05.9 17

322山 添村 70,016.70,013.3 30

342平 群 町 50.05.00.045.0 20

343三 郷 町 0.00.00.0100.0 3

344斑 鳩 町 17,421.74,456.5 23

345安 堵 村 0,037.50,062.5 8



240 奈 良 大 学 紀 要 第19号

14

7

46

50

17

52

28

9

28

22

33

28

15

23

6

13

32

11

36

25

19

10

42

18

6

9

46

6

1

20

16

。3

』

β

』

」

2

』

2

。3

3

護

2

」

。0

2

0

ユ

β

浴

』

-

』

0

⑩

3

』

6

』

0

0

8磁m御如磁必符認89刀お犯菊留83m53鋭8。η姐ma㎜83m舘㎜m9。93⑩』溢』』2』。0』』』』⑩』』』00」0あ0」070400000042010000000000001141007016040050洛⑩。9。0あ21』1223」護7つ203080」00070003280235223197071824142641602108121501900080056」』2』β。62」浴洛コ2JJ』』』2』Oβ。02。00つ。40。00070236U3417U3436422680025180123104200040000

町

町

町

村

村

村

村

村

村

村

欄

認

繍

蝋

灘

朧

鞘

欝

繍

鶉
梱
禰

鶴

醐

糊

盤

購

1

2

3

1

2

3

4

5

6

1

2

1

2

3

4

5

6

7

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

336363638383838383840404242424242424244444444444444444445454545

4.2.1980年 か ら1985年 にかけて消滅 した集落の特性

奈良県では、1980年 か ら1985年 にかけて29集 落が農業集落カー ドから消滅 している。 これら

の集落が1980年 時点でどのような位置を占めていたかを見るために、1980年 全国基準(主 成分

分析)に よる座標平面上に集落をプロットしてみた(図4.1.)。 この図によれば、これらの集

落は、1集 落を除いて主成分得点の値がほぼ等 しく、農業従事性が低い反面、離農性は必ず し

も大きくないことが分かる。 しか し、 これらの集落が1980年 時点で属 していた潜在 クラスを見

ると、室生村の1集 落を除いてすべて潜在 クラス2(農 業消極型)に 属 してお り、また、あと

つぎ男子専従者のいる農家率は29集 落中26集 落で0%と なっている点が注 目される。
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図4.L1980年 か ら1985年 に か け て 消 滅 した 集 落 の 散 布 図(N=29;1980年 全 国基 準 に よ る)

4.3.潜 在 クラスと 「あとつぎ男子農業専従者のいる農家率」 との関係

最後に、各潜在クラスごとにあとつぎ男子専従者のいる農家率を見ておこう(表4.3.)。2

時点ともに農業積極型(1→1型)の 集落と農業消極型(2→2型)の 集落では、あとつぎ男

子専従者のいる農家率の平均は、後者は前者の10分 の1以 下であるとともに、後者ではあとつ

ぎ男子専従者のいない集落が85%を 越 える。農業消極型(2→2型)で は、平均 して農業の後

継者の人数が少な く、また、農業後継者のいない集落が非常に多い点が特色である。

表4.3.潜 在 クラスの変化 とあとつぎ男子専従者のいる農家率(%)

潜 在 ク ラ ス(1980→1985)

1→1 1→2 2→1 2-一>2

あ とつぎ男子専従者のいる

農家率が0%の 集落の比率

あとつ ぎ男子専従者のい る

農家率の平均

38.8

5.4

66.1

1.5

84.4

1.1

87.7

0.4

集 落 数 405 248 32 ・ ・

5.本 研究の要約と今後の課題

主成分分析については、奈良県の1980年 分、1985年 分の固有ベク トルの値のあらわれ方は、

1980年全国分析のそれと類似 してお り、主要成分は第1、 第2主 成分で、それぞれ農業従事性、

離農性と考えられた。この2個 の主成分は、上記の3つ のデータに共通するので、1980年 全国

分析の第1、 第2主 成分を基準として奈良県の2年 度分の各データを見ることや、3つ のデー

タの、主成分得点(総 合特性値)に よる農業集落散布図を直接 くらべることも可能である。奈

良県分のこの散布図は、全国分析のそれと比べると農業従事性についてやや消極的で離農性が
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いくらか低い形を示 している。

潜在プロフィール分析では、1980年 奈良県分は潜在クラス数3は 得 られず、潜在 クラス数2

として解が求められた。潜在クラス1は 農業積極型の集落、潜在 クラス2は 農業消極型の集落

と解釈できる。潜在クラス数2は 、対象集落を大 ざっぱに2分 的にとらえたものと言えるだろ

う。1985年 奈良県分析、1980年 全国分析 も、これに合わせる形で潜在クラス2と して解を求め

ることができ、互いに比較 しやすいようにした。一覧表にす ると次のようになる。

表5.1.潜 在 ク ラス の 分 布 Co)

1980年 奈 良 1985年 奈 良 1980年 全 国

積極型集落 43.3 29.5 37.9

消極型集落 56.8 ?0.5 62.1

集落数 1512 1483 4167

表5.1.で は、奈良県の農業積極型集落の割合は全国のその割合 と比べて0見 多いように見え

るが、すでに述べたように全国基準からすればこの割合は小 さくなる。

ところで、潜在 プロフィール分析から導かれた農業集落の2ク ラスへの分類は、奈良県農業

集落の諸変数でのバラツキをどれくらい説明するのだろうか。潜在プロフィール分析で用いた

項 目以外でそれを確かめる必要がある。 とくに、現在の農業集落にとって問題である農業後継

者に、この分類はどのように関係するのかを知ることは重要である。表5。2.を見 ると、集落の

型によって、あとつぎ男子専従者のいない集落の割合 も潜在クラスによって大 きな違いを示 し

ている。そ して、 この2つ の型を分ける要因としては、一戸あた り農産物販売金額が最も大 き

いo

表5.2.あ とつぎ男子専従者のいる農家率が0%の 集落の割合(%)

1980年 奈 良 1985年 奈 良 1980年 全 国

積極型集落 43.4(4.3) 42.1(5.1) 22.7(10.8)

消極型集落 87.1(0.5) s2.s(0.7> 72.7(1.4)

集落数 1512 1483 4167

*か っこ内は,あ とつぎ男子専従者のいる農家率の平均値(単 位%)

この論文では、多変量解析の適用 とならんで、全国基準 ・奈良基準とい う考え方を分析結果

の整理に使った。奈良基準は一つの地域社会を基準にす ることであ り、データを全国の視点で

見るのではなく、地域社会の視点で見ることを含意 している。全国の視点で見て明確になるこ

ともあれば、地域社会の視点で見て細かい差異が分かることもあるとい う判断で2つ の基準を

採用 した。 しかし、この両基準の関係については、今後の検討を要する課題 として残 された。9)

さらに、1980年 から1985年 にかけて、奈良県農業集落カー ドから除かれた29集落のより詳 しい

特性や、潜在 クラス3と して解いた1985年 奈良県農業集落の市町村別潜在 クラスの分布、あと

つぎ男子専従者のいる農家率を決める要因など残された課題も少なくない。これらについては、

次に機会に分析の結果を示す予定である。
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注

1)集 落数はいずれも、戸数4戸 以下の集落および農家点在地を除外 した数値である。また1980年 奈良県

のデータでは、川上村の1集 落をはずれ値として除外 した。

2)項 目の選定については西田ら(1988)を 参照。増減率に関する3つ の項目の測定区間は、1980年 のデー・

タでは1970年 か ら1980年 にかけての10年 間、1985年 のデータでは1980年 か ら1985年 にかけての5年 間で

ある。また、一戸あた り農産物販売金額については、現データに1を 加えた上で自然対数化 したものを

用いた。

3)こ こで全国基準とは、基準とする数値に全国農業集落の無作為標本から得た数値を用いることを意味

している。他方、基準とする数値に奈良県農業集落のデータから得た数値を用いた場合は、奈良基準と

呼ぶ。たとえば 「全国基準による奈良県農業集落の主成分得点」と言う場合、それは、1980年 全国分析

の係数ベクトルを使 って奈良県農業集落の主成分得点を求めたことを意味している。また、 「奈良基準

による主成分得点」は、奈良県農業集落の係数ベクトルを使った場合である。次節で述べる潜在プロフィー

ル分析の結果についても同様である。

4)具 体 的な計算手順については、西田ら(1988)を 参照。

5)以 下で利用した潜在 プロフィール分析のプログラムについては、長谷川(1988)を 参照。

6)西 田 ら(1988)に よれば、1980年 全国農業集落では、農家数増減率、専兼別農家率 ・2兼 、農家人口

増減率、農業就業人ロ率、一戸あた り農産物販売金額(自 然対数化)の5項 目を使用することにより、

3つ の潜在クラスが得 られている。ここでは、農家数増減率と農家人 口増減率の測定区間が、1980年 と

1985年 で異なること、さらに、1980年 奈良県農業集落では上記5項 目で解を得 られなかったことから、

増減率に関わる2項 目を除外して3項 目で潜在プロフィール分析を行 った。なお、潜在プロフィール分

析を上記5項 目3ク ラスで行った場合(西 田ら、1988)と3項 目2ク ラスで行 った場合での潜在クラス

間の関係は下表の通 りである。

表1.2ク ラ ス と3ク ラ スの 場 合 の潜 在 構 造 の関 係(1980年 全 国;N=4167)

C%)

5項 目3ク ラ ス
3項 目2ク ラ ス

ク ラ ス1ク ラ ス2ク ラ ス3

ク ラ ス1

ク ラ ス2

92.5

?.5

10.1

89.9

1.1

98.9

計

(%の 基数)

100.0

(1512)

100.0

(1666)

100.0

(989)

7)全 国基準、奈良基準 という用語の使い方については注3を 参照

8)1980年 全国分析 と同じ5項 目を用いることによりクラス数3で 解 くこともできるが、ここでは、注6

にあげた理由により2ク ラスで解いた結果を示 した。

9)こ の点に関しては、西田(1982;1983)、 平 松(1985)が 参考になる。
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Summary

Thepurposeofthispaperistodemonstratesomestatisticalcharacteristcsofruralcommunities

inNaraprefecture.Dataweretakenfromthe"RuralCommunityCards"of'80and'85.

Applyingtheprincipalcomponentanalysisandthelatentprofileanalysistothesedata,the

followingresultswereobtained.First,althoughboththefarmingactivityandthetedndency

toquitfarmingwererelativelylowinNaraprefecture,therewerenobigdifferencesbetweenり
Nara'sruralcommunitiesandJapaneseruralcommunitiesasawhole.Second,asregards

farming,ruralcommunitiescouldbedividedintotwogroups:positiveandnegativegroup.

Third,intermsofpresenceofheirs,therewasabigdifferencebetweenthetwogroups.While

inthenegativegrouptherewasalmostnoheirs,inthepositivegrouptherewasrelativelyan

importantnumberofheirs.Forth,ThenumberofpositivecommunitiesinNaraprefecture

tendstodecreasefromtheyear'80totheyear'85.

AlthoughtheseresultssuggesttheagricultureinNaraprefectureisnotnecessarilyactive,

somecommunitiesinTenri,Gojo,andNishi-Yoshinoarefarmingtobeactive.Astothe

reasonsunderlyingthepositivenesstowardsfarmingandtheheirs'attachmenttorural

community,onlyfutureresearchcananswerthis.


